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順位 前年順位 管理会社 戸数

1 1 日本ハウズイング 441,621
2 2 大京アステージ 427,886
3 3 東急コミュニティー 334,172
4 4 三菱地所コミュニティ 328,172
5 5 長谷工コミュニティ 271,173
6 6 大和ライフネクスト 263,064
7 7 三井不動産レジデンシャルサービス 203,241
8 8 合人社計画研究所 198,550
9 9 住友不動産建物サービス 188,680
10 11 コミュニティワン 163,637
11 10 日本総合住生活 159,862
12 12 野村不動産パートナーズ 154,604
13 13 穴吹コミュニティ 106,829
14 14 グローバルコミュニティ 89,962
15 15 あなぶきハウジングサービス 85,397
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総合管理受託戸数ランキング２０１８年版 上
位
５０
社
で
７３
・８
％
、
１００
社
で
８４
％

グ
ル
ー
プ
別
１５
社
で
６０
・
９
％
、
単
独
１５
社
で
５３
・
０
％

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

新
聞
社
は
、
管
理
会
社

各
社
の
２
０
１
８
年

３
月
末
現
在
の
総
合

管
理
受
託
戸
数
の
調

査
を
実
施
し
た
。
そ
の

結
果
を
「
総
合
管
理
受

託
戸
数
ラ
ン
キ
ン
グ
」

２
０
１
８
年
度
版
と

し
て
発
表
す
る
。
部
分

管
理
や
賃
貸
戸
数
は

集
計
か
ら
除
い
た
。
集

敷
地
分
割
制
度
創
設
を
提
案

団
地
再
生

検

討

会

法
制
度
の
課
題
を
指
摘

国
土
交
通
省
は
６
月

８
日
、
東
京
・
霞
が
関
で

「
住
宅
団
地
の
再
生
の

あ
り
方
に
関
す
る
検
討

会
」
（
浅
見
泰
司
座
長
）

の
第
４
回
会
合
を
開
い

た
。
２
月
末
に
団
地
型
マ

ン
シ
ョ
ン
に
お
け
る
敷

地
売
却
制
度
を
ま
と
め

て
以
来
の
会
合
。
当
日
は

千
葉
大
学
教
授
の
小
林

秀
樹
委
員
と
横
浜
市
建

築
局
長
の
坂
和
伸
賢
委

員
、
野
村
不
動
産
・
マ
ン

計
し
た
管
理
会
社
は
４

９
０
社
。

上
位
１
５
社
の
顔
ぶ

れ
は
変
わ
ら
な
か
っ
た

が
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ワ

ン
が
同
じ
東
急
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
ー
グ
ル
ー
プ
の

テ
ィ
エ
ス
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
ー
と
合
併
し
た
こ
と

で
、
１
６
万
３
６
３
７

戸
と
な
り
、
日
本
総
合

住
生
活
と
入
れ
替
わ
っ

て
１
０
位
に
ラ
ン
ク
イ

ン
、
ベ
ス
ト
１
０
の
仲

間
入
り
を
果
た
し
た
。

分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
の

ス
ト
ッ
ク
は
１
７
年
末

現
在
、
６
４
４
万
１
０

０
０
戸
（
国
土
交
通
省

調
べ
）
。
上
位
１
５
社
の

市
場
占
有
率
は
５
３
・

０
％
で
前
年
と
同
じ
。

グ
ル
ー
プ
別
１
５
社
だ

と
６
０
・
９
％
、
前
年

比
０
・
２
ポ
イ
ン
ト
減
少

し
て
い
る
。

ラ
ン
キ
ン
グ
順
位
で

市
場
占
有
率
を
見
る
と
、

上
位
１
０
社
で
は
４

３
・
８
％
（
前
年
４
３
・

９
％
）
、
２
０
社
で
は
５

８
・
０
％
、
３
０
社
で
は

６
５
・
１
％
、
４
０
社
で

は
７
０
・
１
％
、
５
０
社

で
は
７
３
・
８
％
と
、
こ

ち
ら
は
前
年
と
変
わ
ら
な

か
っ
た
。

管
理
員
や
清
掃
員
の
採

用
難
、
最
低
賃
金
の
ア
ッ

プ
等
も
あ
り
、
こ
れ
ま
で

の
過
当
競
争
に
改
善
の
動

き
が
顕
著
に
な
っ
て
き

た
。
実
際
、
管
理
委
託
費

の
値
上
げ
を
提
案
、
管
理

組
合
に
認
め
ら
れ
る
ケ
ー

ス
も
増
え
て
き
て
い
る
。

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
業
協

会
は
昨
年
１
０
月
に
「
マ

ン
シ
ョ
ン
管
理
業
務
共
通

見
積
書
式
」
を
改
定
し
た
。

い
わ
ば
、
管
理
業
務
の
「
見

え
る
化
」
で
、
管
理
会
社

が
管
理
組
合
に
業
務
仕
様

を
説
明
す
る
際
に
使
用
、

リ
プ
レ
ー
ス
時
の
共
通

仕
様
書
と
し
て
も
活
用

で
き
る
。
書
式
に
は
「
提

供
業
務
内
訳
書
」
を
盛

り
込
み
、
マ
ン
シ
ョ
ン

標
準
管
理
委
託
契
約
書

に
記
載
さ
れ
て
い
な
い

作
業
内
容
も
項
目
と
し

て
設
け
た
。

同
共
通
仕
様
見
積
書

式
の
利
用
が
進
め
ば
、

管
理
組
合
側
に
も
管
理

業
務
の
理
解
や
「
安
か

ろ
う
悪
か
ろ
う
」
の
改

善
も
進
み
、
適
正
な
金

額
に
よ
る
適
正
な
管
理

サ
ー
ビ
ス
の
推
進
に
期

待
が
高
ま
る
。（
マ
ン
シ

ョ
ン
管
理
新
聞
１
０
７

２
号
）

シ
ョ
ン
建
替
推
進
部
の
目

黒
朝
樹
副
部
長
ら
に
よ
る

団
地
再
生
の
取
り
組
み
事

例
の
報
告
や
、
法
制
度
に

対
す
る
課
題
の
指
摘
な
ど

が
行
わ
れ
た
。

小
林
委
員
は
団
地
型
の

再
生
に
関
す
る
新
た
な
制

度
創
設
の
必
要
性
を
提

言
。
具
体
的
に
は
①
改

修
・
処
分
な
ど
の
推
進
②

敷
地
分
割
制
度
の
創
設
③

団
地
型
に
お
け
る
解
消
制

度
の
創
設
―
挙
げ
た
。

坂
和
委
員
は
神
奈
川

県
横
浜
市
の
左
近
山
団

地
の
再
生
事
例
な
ど
を

報
告
。
野
村
不
動
産
の

目
黒
氏
ら
は
敷
地
を
二

つ
の
ブ
ロ
ッ
ク
に
分
け

て
建
て
替
え
事
業
を
実

施
し
て
い
る
「
若
潮
ハ

イ
ツ
」
（
千
葉
市
美
浜

区
）
な
ど
、
自
社
が
関

わ
る
団
地
の
建
て
替
え

事
例
を
取
り
上
げ
た
。

（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
新

聞
１
０
７
４
号
）
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国

交

省

補
助
事
業

長
所
・
短
所
、
課
題
を
抽
出

一
般
社
団
法
人
マ
ン

シ
ョ
ン
管
理
業
協
会

（
管
理
協
）
は
５
月
１

０
日
、
国
土
交
通
省
の

２
０
１
７
年
度
マ
ン
シ

ョ
ン
管
理
適
正
化
・
再

生
推
進
事
業
（
マ
ン
シ

ョ
ン
の
新
た
な
維
持
管

理
適
正
化
・
再
生
促
進
）

で
採
択
さ
れ
た
事
業
提

案
の
報
告
書
を
公
表
し

た
。事

業
内
容
は
「
マ
ン

シ
ョ
ン
管
理
事
務
室
に

お
け
る
現
金
の
カ
ー
ド

決
済
化
推
進
支
援
」
。
共

用
施
設
の
使
用
料
な
ど

管
理
事
務
室
で
取
り
扱

う
、
い
わ
ゆ
る
「
小
口

現
金
」
の
収
納
事
務
負

担
や
現
金
紛
失
・
毀
損

と
い
っ
た
問
題
の
解
消

を
模
索
し
た
。

３
管
理
組
合
で
の
実

証
実
験
を
通
じ
て
、
管

理
室
で
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ

ー
ド
や
電
子
マ
ネ
ー
に

よ
る
電
子
決
済
を
導
入

す
る
上
で
の
メ
リ
ッ

ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト
、
課

題
な
ど
を
検
証
し
て
い

る
。
居
住
者
の
利
便
性

向
上
や
業
務
の
効
率

管理協

「第
三
者
管
理
者
方
式
」で
ト
ラ
ブ
ル

管
理
組
合
は

無
効
主
張
も

設
計
コ
ン
サ
ル
が
提
訴

管
理
組
合
に
就
任
し

て
い
た
管
理
会
社
の
社

員
が
議
長
を
務
め
た
総

会
に
お
け
る
「
議
長
一

任
」
の
委
任
状
は
、
総

会
議
決
権
の
代
理
人

受
任
資
格
を
欠
き
無
効

―
。
こ
ん
な
理
由
で
、

総
会
で
決
ま
っ
た
設

計
・
監
理
コ
ン
サ
ル
と

の
長
期
修
繕
計
画
作
成

業
務
契
約
を
認
め
ず
、

代
金
の
支
払
い
を
拒
否

し
た
神
奈
川
県
の
管
理

組
合
に
対
し
、
設
計
・

監
理
コ
ン
サ
ル
が
業
務

キャッシュレス化模索 「
電
子
マ
ネ
ー
」
を
実
証
実
験

管理事務室で扱う
「 小 口 現 金 」

管
理
会
社
社
員
が
務
め
た
議
長
宛
て
委
任
状
で
承
認

報
酬
１
２
０
万
円
と
遅

延
損
害
金
の
支
払
い
を

求
め
た
訴
訟
の
控
訴
審

判
決
が
６
月
１
５
日
、

東
京
地
裁
で
言
い
渡
さ

れ
た
。
田
中
秀
幸
裁
判

長
は
「
総
会
決
議
は
有

効
」
だ
と
し
、
一
審
判

決
同
様
、
管
理
組
合
に

１
２
０
万
円
と
遅
延
損

害
金
の
支
払
い
を
命
じ

た
。
管
理
組
合
側
は
上

告
し
て
い
る
。

裁
判
資
料
に
よ
れ

ば
、
こ
の
マ
ン
シ
ョ
ン

は
今
年
で
築
約
３
０

化
、
現
金
毀
損
リ
ス
ク

の
低
減
が
図
れ
る
と
す

る
一
方
、
コ
ス
ト
面
な

ど
の
問
題
も
指
摘
し
て

い
る
。

実
証
結
果
な
ど
を

踏
ま
え
、
居
住
者
の
メ

リ
ッ
ト
と
し
て
「
決
済

が
ス
ム
ー
ズ
」
「
現
金

（
少
額
硬
貨
）
が
不

要
」
「
ポ
イ
ン
ト
が
付

く
」
、
デ
メ
リ
ッ
ト
に

「
端
末
に
よ
っ
て
対

応
・
非
対
応
が
あ
る
」

「
電
子
決
済
の
利
用

自
体
へ
の
抵
抗
感
」
な

ど
を
挙
げ
た
。

管
理
組
合
や
管
理

会
社
に
と
っ
て
は
「
現

金
毀
損
が
起
こ
ら
な

い
」
「
事
務
効
率
化
に

つ
な
が
る
」
な
ど
が
あ

る
が
、
「
端
末
操
作
に

慣
れ
が
必
要
」
な
ど
の

デ
メ
リ
ッ
ト
を
挙
げ

て
い
る
。

課
題
と
し
て
は
、
準

備
段
階
と
し
て
マ
ン
シ

ョ
ン
に
最
適
な
決
済
サ

ー
ビ
ス
を
選
ぶ
難
し
さ

を
指
摘
し
た
。
手
続
き

面
で
は
、
一
部
の
事
業

者
で
管
理
会
社
は
契
約

可
能
で
も
、
管
理
組
合

と
は
契
約
で
き
な
か
っ

た
り
、
管
理
組
合
口
座

へ
の
振
り
込
み
や
、
収

納
し
た
利
用
料
と
決
済

手
数
料
の
別
精
算
に
未

対
応
な
ど
も
挙
げ
た
。

（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
新

聞
１
０
７
２
号
）

年
。
い
わ
ゆ
る
投
資
型

物
件
だ
。

ト
ラ
ブ
ル
の
原
因
に

な
っ
た
長
計
の
作
成
業

務
契
約
は
、
管
理
会
社

が
管
理
者
に
就
任
し
て

い
た
３
年
前
の
総
会
で

承
認
さ
れ
て
い
る
。

と
こ
ろ
が
契
約
期
間

内
に
長
計
が
作
成
さ
れ

な
か
っ
た
た
め
、
区
分

所
有
者
か
ら
不
満
が
噴

出
。
そ
の
後
長
計
は
管

理
会
社
に
提
出
さ
れ
た

が
、
管
理
会
社
は
管
理

組
合
に
長
計
を
提
出
せ

ず
、
ま
た
管
理
会
社
・

コ
ン
サ
ル
共
に
管
理

組
合
に
内
容
の
説
明

な
ど
を
行
っ
て
い
な

か
っ
た
。

管
理
会
社
・
コ
ン
サ

ル
双
方
に
不
信
感
を

抱
い
た
管
理
組
合
は

態
度
を
硬
化
。
費
用
の

支
払
い
を
拒
否
し
た

た
め
、
コ
ン
サ
ル
側
が

管
理
組
合
を
提
訴
し

た
。田

中
裁
判
長
は
、
契

約
で
提
示
し
た
期
間

内
に
長
計
が
提
出
さ

れ
な
か
っ
た
た
め
「
一
部

組
合
員
か
ら
契
約
の
撤

回
や
解
除
を
求
め
ら
れ

て
い
た
」
「
管
理
会
社
が

管
理
組
合
に
長
計
の
交

付
を
怠
っ
て
い
た
」
と
指

摘
。
だ
が
、
一
方
で
「
管

理
者
は
契
約
の
解
除
を

実
行
す
る
に
は
至
ら
ず
、

長
計
を
受
領
し
た
時
点

で
は
い
ま
だ
管
理
者
の

地
位
に
あ
り
、
受
領
権
限

に
欠
け
る
と
こ
ろ
は
な

か
っ
た
」
と
も
。

こ
う
し
た
事
情
を
考

慮
し
「
管
理
者
に
管
理
組

合
の
運
営
を
一
任
し
て

い
た
管
理
組
合
に
お
い

て
、
管
理
会
社
に
管
理
者

の
責
任
を
追
及
す
る
の

は
と
も
か
く
」
、
第
三
者

で
あ
る
コ
ン
サ
ル
と
の

間
で
「
自
ら
の
契
約
責
任

を
免
れ
る
事
情
と
す
る

こ
と
は
で
き
な
い
」
と
述

べ
た
。
（
マ
ン
シ
ョ
ン
管

理
新
聞
１
０
７
６
号
）

判
例
ト
ピ
ッ
ク


